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はじめに１． 

顧客営利企菓

（１）社会サービスとしての災害対応活動

どうすれば行政機関は被災者が納得する災害対応を提

供できるのか。災害対応活動は，被災者に対して行政機

関が提供する社会サービスであるという観点にたてば，

たとえ震災等の巨大災害下であっても，各防災機関によ

る対応は，現場のニーズや被災者ニーズをより正砿に反
映したものでなければならない。そして，より効率的・

効果的なサービスの実施を目指して，対応の内容や，提

供のスピード，コスト等の継続的な改善が必要とされる。

このような課題は，行政機関のみでなく，一般の営利

企業すべてが抱えている課題である。企業では，顧客の

ニーズに迅速に応えるぺく業務の効率化・合理化を追求

してきた。多くの企業において，自社の業務フローを分

析し，より低コストで，より高品質のサービスを，より

適切な時期に提供できるように，業務内容の改善が進め

られている。その取り組みに活用されているのが，業務

分析手法である。

企業における業務改善への取り組みは，顧客の満足と

いう目標を達成するための継続的な手段である。一方，

行政機関による災害対応の目標は，被災者の納得するサ

供

＝ 
社会サービス
の提供

顧客(被災者）行政機関

図１行政機関と営利企菓のアナロジー

一ビスを提供することである。ここに，営利企業と顧客

ニーズの関係と，行政機関と被災者ニーズのアナロジー

が成り立つといえる。図１は，行政機関と営利企業のア

ナロジーを表したものである。

（２）災害対応を規定する市町村地域防災計画

災害対策基本法第42条の市町村地域防災計画に関する

規定】)により，各市町村は，地域防災計画の策定を義務

付けられている。地域防災計画では，当該市町村地域に
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を目指した防災事業の計画，④防災対策を遂行する上で
必要な各種データ・資料となっている。

おける防災対策上重要となる事務処理・業務の骨組みが

示されている。すなわち，災害対応活動の内容・提供の

あり方等は，市町村地域防災計画において規定されてい

る。言うならば，地域防災計画とは，災害対応に関する

行政機関の業務マニュアルである。したがって，企業の

業務分析手法を用いて，地域防災計画を分析することに

よって，提供される災害対応の質を向上させることが可

能だと考えられる。

（２）神戸市・防災対応マニュアルの位置付け

災害のように複雑かつ流動的な状況下において，完壁

なマニュアルは存在し得ない。災害対策基本法第50条】）

に規定されるように，応急対策の目的は，応急的救助，

応急措置，施設等の応急復旧，保健衛生，社会秩序の維

持等を通して，災害の拡大を防ぐことである。いかなる

災害においても，上述のような共通目標の達成を目指す
ことが求められている。そのような目標達成のための対

応において，その根底にある業務の流れも共通性をもつ

と考えられる。そうした共通性を明らかにすることは，

普遍的な災害対応の業務フロー解明につながる。したが

って，今後の災害対応のあり方を模索するにあたり，そ

の共通性の解明を早急に行う必要があるだろう。

分析対象とした神戸市地域防災計画防災対応マニュア

ルは，災害の応急対応期における災害対応を定めている。

マニュアルは，全36の業務内容から構成され，それぞれ

について行動指針と具体的な業務内容が説明されている。

防災対応マニュアルの構成は，表１に示す通りである。

この防災対応マニュアルは，①業務活動を時系列的に

表現していること，②各業務の担当部局が表記されてお

り責任の所在が明確であること，において注目を要する。

また，防災データベースと併用することにより，マニュ

アルで示すことができなかった詳細情報を－部補うこと

が可能である。

（３）業務マニュアル

マニュアルとは，特定の目標や方針を示し，それに向

かう具体的な業務手順を呈示するものである。元来マニ

ュアルは，紙を媒体としてきた。つまり，業務の巨大化

は，マニュアルの頁数が膨大することに等しい。このよ

うなマニュアルの物理的巨大化は，効率的な業務遂行を

妨げる一因になり得る。これは，単にマニュアルが扱い

にくくなったことと，マニュアル全体を簡単に傭敵でき

なくなったことに原因する。

災害対応では，短い期間に多くの機関の連撹が必要と

される。災害対応マニュアルを記述する標準化された手

法が存在しない現在，部局を超えた膨大な業務の遂行に

あたって，弊害が生じることは避けられない。したがっ

て，早急に災害対応の業務マニュアルを記述する標準化

手法が必要だといえる。

（４）研究の目的

本研究では，現行の神戸市地域防災計画に含まれる防
災対応マニュアルを事例として，業務分析手法のひとつ

であるｍＥＦＯ手法を用いて，マニュアルのモデル化を行

う。モデル化を通して，①「マニュアルを記述する標準
化手法」としてのmEFO手法の適合性，②マニュアルに
記述された各部局における業務の相互関係の明確化，に

ついて検討することを本研究の目的とする。

モデル化の利点としては，次の３つが挙げられる。第

一に，マニュアルに示された災害対応活動における業務

の流れや手順，必要となる各要素を可視化できる。これ

により，欠如事象等が明らかにされ，マニュアルの改善
につながると考えられる。第二に，データベース化が容

易になることである。データペースの必要性は，マニュ

アルの巨大化に比例する。従来型の紙を媒体とするマニ

ュアルとは異なり，データペースを活用して，膨大な業
務量から特定事象を短時間で検索することができる。第

三として，表記法が統一されるため，各部局における業
務活動がどのように関係しているかを明らかにできる。

また，マニュアルの共通表記手法を用いた記述は，部局
を超えた円滑な連携業務を支援することにつながる。

３．神戸市・防災対応マニュアルのモデル化手法

（１）業務分析手法

先述のように，企業では，厳しい企業間競争を勝ち抜

くために，現行の業務活動を把握してその問題点を改善

する試みがなされてきた。それに活用されている手法が，

業務分析手法３)である。本研究では，マニュアルをモデ
ル化する手法として，このような業務分析手法のひとつ

である統合計算機支援製造定義言語0（mtegratim
DefinitionFbrFunctionModelmg,mEFOmodelinglmguage， 
mEFO手法）を採用した。

（２）業務分析手法としてのIDEFO手法

ｍＥＦＯ手法4)とは，業務フローの処理，入力・出力，

制御，機樹等の各機能をモデル化する方法である。アメ
リカ合衆国政府は1993年，これを機能モデリング手法と

して連邦情報処理規格（FedemIInfbmmationPIccessing
Standards)のひとつに定めている。したがって，国際的に
標準化された業務機能モデリング手法だといえる。

ｍEIU手法は，主に，ボックスとアローによって表現
される。図２は，ｍ藤ｏ手法の基本要素を表したもので

ある。原則として，処理を表すボックス内は，「～する」
という動詞形を用いて表記する。入力・出力のアローは，

情報や物を表し，ボックスの左または右側面に対して垂
直に描画される。他方，ボックスの上の側面に対して垂

直に描かれるアローは，コントロールアローと呼ばれ，
処理を制約するデータ・物などの制約条件・基準等を表

したものである。また，処理を行うにあたって必要にな

る人的・物的資源は，メカニズムアローとして表現され

る。このアローは，ボックスの下の側面に対して垂直に

描画される。図２は，情報・物がインプットされると，

メカニズムを用いて，コントロールに従ってアクティピ

ティが行われ,アウトプヅトが出力すると解釈される。

２．分析対象とした神戸市・防災対応マニュアル

（１）神戸市地域防災計画
本研究では，地域防災計画の事例として，神戸市地域

防災計画2)を取り上げた。その理由として，同地域防災
計画が，１９，５年の阪神・淡路大震災の体験と教訓を踏ま

えた，我が国で最も具体性・自主性の高い地域防災計画
だと考えられることが挙げられる。

神戸市地域防災計画は，全４編から槽成される。具体

的な構成は，①「総括｣，②「防災対応マニュアル｣，③
「防災事業計画（安全都市づくり推進計画)｣，④「防災
データペース」となっている。それぞれ順に，①地震対
策と風水害等対策における対応全般，②応急対応期にお

ける業務別防災対応の方針・内容等，③安全都市づくり
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表１防災対応マニュアルの構成

プットイ

図２１DEFO手法の基本要素3）

図３１DEFO手法の階層構造

（１）IDEFO手法を用いたマニュアルのモデル化実験
本研究の目的であるマニュアル記述の標準化手法とし

ての、画70手法の適合性を検討するためには，mEFO手

法に対する客観的な評価がなされなければならない。そ

こで本研究では，複数名が参加する、配ｏ手法を用いた

マニュアルのモデル化実験を行った。

a)被験者
全36のマニュアルから構成される神戸市地域防災計画

防災対応マニュアルのモデル化実験にあたって，大学院

修士課程に在学する学生１６名（土木工学研究科１１名，

情報学研究科５名）の協力を得た。被験者１６名のうち，

防災学を専門分野とする学生は１３名であった。

b)手続き

実験期間は，2001年11月１４日，１１月２８日，１２月１２

日の３日間とし，２回にわたる講義（3時間）と，実践的

な訓練としての課題とその解答に対する講義を２回(3時

間)，計６時間を通して教示を行った。提出されたモデル

の回収は，それぞれ３回の講義から１週間後を期限とし

た。次に教示の内容を具体的に示す。

はじめに趣旨と概要を説明した後，ｍＥＦＯ手法に関す

る基礎的知識，続いて基本要素，階層構造などの記述に
必要となる情報等について講義した。

標準化手法としての適合性を検討するためには，複数

名によって記述された各モデルがどの程度類似するかを

分析する必要がある。作成者によって全く異なるモデル

が完成する場合，その手法が標準化に適するとは言い難
い。そこで，被験者２名が同一のマニュアルをモデル化

するようにマニュアルを割り当て,２つのモデルの類似度

を分析することにした。

mEFo手法によるモデル化は，業務内容を階層的に表

現することができ，全体の把握から詳細の理解までが可
能になる。図3は，それを構造的に示したものである。災

害対応のマニュアルは，このような階層構造による全体
像から詳細部までの表記や，活動に必要な各機能の明示

が意義深いと考えられる。なぜなら，業務の全体像から

不測の事態に対応できる柔軟性を備えること，業務活動

に必要最低限の要素をあらかじめ把握することは，災害
対応の混乱回避につながると考えられるからである。

４．研究の概要

本研究は，次の３つの手順によって進められた。①マ
ニュアルを記述する手法としてのｍＥＦＯ手法の適合性を

検討するため，マニュアルのモデル化実験を行い，被験
者にｍＥＦｏ手法によって神戸市地域防災計画防災対応マ
ニュアルを記述させた。そして，オリジナルのモデルと

修正版モデルとの類似度を測った。②情報収集・伝達に
関連するマニュアルのモデルの修正版を作成し，それを

データベース化した。⑧データベース化した各マニュア
ルの修正版モデルを比較・検討することで各部局におけ
る業務の連携を分析した。

５．マニュアル表記手法としてのIDEFO手法
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応急対応内容 マニュアル内容

災害対策本部設澄 災害対策本部設置・運営マニュアル

庁舎安全確保マニュアル

聰員応擾マニュアル

情報収集伝達 災害W5報パトロール隊活動マニュアル

災害対策本部情報収集・伝達マニュアル

広報マニュアル

広聴活動マニュアル

消火・救助・救急 災害時初動対応チーム活動マニュアル

地震時の同時多発火災対応マニュアル

救護活動マニュアル

医薬品集積マニュアル

広域連携 広域応援マニュアル

海外支援受入れマニュアル

避難 避H蝉鐇導マニュアル

避難所開設・運営マニュアル

応急給水マニュアル

食料・物資供給マニュアル

食品の衛生硬保対策マニュアル

災害弱者保渡 要授獲審支擾マニュアル

外国人対応マニュアル

交通確保 道路災害応急対応マニュアル

市営地下鉄・パス運行マニュアル

遺体捜索、埋火葬 遺体の捜索、埋火葬マニュアル

廃棄物処理 災害廃棄物処理マニュアル

し尿処理マニュアル

ライフライン復旧 ライフライン復旧マニュアル（水道・下水迫

被災地生活安定 物価の調査・監視マニュアル

義援金受入れ・配分マニュアル

り災証明発行マニュアル

応急仮股住宅マニュアル

給付・貸付マニュアル

環境衛生対策マニュアル

災害時空地管理マニュアル

ボランティア活動支授 ボランティア活動支援マニュアル

その他 風水害対応マニュアル

事故災害対応マニュアル



モデル化の際には，互いに影響を受けない環境で，被

験者が単独に行うように注意を与えた。また，防災対応

マニュアルの中に書かれていない事項をモデル化しない

ように注意した。これは，マニュアルに書かれていない

事項について，被験者の主観的な判断による描画が行わ

れること，あるいはそれに関する被験者の個人能力また

は知識の差がモデルに反映されること等を避けるためで

あった。

モデル化の実験終了後には，作業を通して感じた神戸

市地域防災計画防災対応マニュアルの問題点と，表現手

法としてのｍＥＦＯ手法の問題点に関する２つの質問をお

こなった。回答の形式は，回答欄への自由記述とした。

これらの質問は，ｍＥＦＯ手法を用いたマニュアルの記述

が，どのような要因によって難しくなるかを考察する際
に用いた。

c)神戸市・防災対応マニュアルの問題点

表2は，モデル化の作業を通して，被験者の自由記述回

答による神戸市地域防災計画防災対応マニュアルの問題

点をまとめたものである。作業終了後に実施した2つの質

問のうち，マニュアルの問題点に関する質問の回答結果

である。それぞれのマニュアルが，各局・各課によって

独立に作成されている現状を反映した結果になった。

たとえば，マニュアルの記述法としては，業務内容の

フロー図，箇条書きまたは文章による記述など，統一さ
れた手法が用いられていなかった。各マニュアルの内容

に精粗が見られたのは，これが一因となっていると考え
られる。

｡)表現手法としてのIDEFO手法の問題点

表3は，mEFo手法の問題点に関する質問への回答結果

である。表現手法としてのmEFO手法の問題点は，しばし

ば指摘されてきた。たとえば，各アクティピティの始動

時間について厳密に定義することや，動的なプロセスの

記述を厳密に行うことはできない。同様な問題点が，本

研究におけるモデル化作業からも明らかになった。

e)考察

これまでの分析では，第一の目的であるマニュアル表
記の標準化手法としてのmEFO手法の適合性についてみ

てきた。先述の通り，mEFO手法では時系列的な表記を厳

密に行うことはできない。また，マニュアルをモデル化

する場合に，インプットやアクテイビテイの制約条件と

なるコントロール等の要素を用いて，条件分岐を補う必

要があった。これらの問題は，今後においてさらなる改

善を要する。しかし，本研究のモデル化実験による成果

は，マニュアルの内容がｍＥＦｏ手法の各要素に分解可能

であり，業務の流れが明確化され得るということである。
このことから，防災対応マニュアルをmEFO手法の描画基

準に当てはめることができるといえる。

（２）情報収集・伝達に係るマニュアル
災害の種類にかかわらず，その対応の支柱となるのは，

ロジステイクス（後方支援活動）である5)。流動的な状況
に伴って変化する情報をいかに正確に収集・把握するか

は，円滑なロジスティクスの遂行にとって重要な課題と

なる。そこで，モデルを得た防災対応マニュアルのうち，

情報収集伝達に関する4つのマニュアルに焦点を絞り，分

析を行うこととした。具体的なマニュアルは，「災害時情

報パトロール隊活動マニュアル｣，「災害対策本部情報収

集・伝達マニュアル｣，「広聴活動マニュアル｣，「広報マ

ニュアル」である。

a）修正版モデルの作成と類似度
mEFO手法の描画基準に則って，情報に関連する4マニ

ュアルのモデルを添削し，各マニュアルについて修正版

のモデルを作成した。また作成した修正版モデルをもと

に，神戸市の担当職員の方々に対してヒアリングを行い，

実務者の観点からみても納得が行くモデルの作成を心掛
けた。このようにして修正した各マニュアルのノードツ

リーとアクテイピテイリストは，図4から図6に示す通り

である。紙面の都合により，mEFO手法によるダイアグラ

ムは，図7の災害パトロール隊活動マニュアルのみを示す。

b)類似度の算出
マニュアルを記述する標準化手法としてのmEFO手法

の適合性を判断する－指標として，オリジナルのモデル

の類似度を算出した。類似度の算出は，修正版モデルを

基準として，下記の式[1】を用いた。
「＝沢WtJ＋７ｈJ）．.…・［1］
「:類似度

吋:オリジナルと修正版の共通項目数

呵:オリジナル独自の項目数
各マニュアルについて被験者２名が作成した各モデル

の類似度が算出された。図８は，類似度を示したもので

ある。これをみると，４つのマニュアルのうち，被験者Ａ

と被験者Ｂの広報マニュアルの類似度はそれぞれ0.42,

0.58と低かった。災害時情報パトロール隊活動マニュア

ルはそれぞれ0.77,0.62,広聴活動マニュアルではそれぞ

れ0.79,0.62という数値になった。これらの数値は，広
報マニュアルの数値と比較してみると，大きいといえる。

これはモデルの階層の深さが一因だと考えられる、全体

的には，０．節という類似度が得られ，被験者は異なって

も各モデルの間には，約３分の２の共通性がみとめられ

ることが明らかになった。

表２神戸市防災対応マニュアルの問題点

表３１DEFO手法の問題点

度数
（３）データベース化による相互関係の発見
情報収集・伝達に関わる4つのマニュアルは，情報を媒

体として，相互に関連することが想定される。言い換え

れば，各マニュアルにおいて示された業務が相互に関係
していなければ，災害対応のロジスティクスを円滑に実

施できないといえる。

データペース化による利点は，ある抽出条件を満たす

ものを短時間で検索できることである。災害対応のよう

－２７０－ 

回答内容 度数

マニュアルの富己述法がﾎﾟｦﾄされていない 1１ 

用語が難しく、一貫性に欠ける ７ 

客トマニュアルのｵﾛ百EEH重力､H§B:Eである ５ 

、『ｿl~1句」ごプロ〃マトPｿｺuノノー￣-11局千Ｄｂｌ鰯Jノ

が多い ５ 

具体i生に欠ける ５ 

協杯WU．〉災汪首プロ鐘爽(、1弔問F、､巴】長く、壱f僅冗陸

に欠ける ５ 

回答内容 度数

時系列的な描画や，並行するアクテイビテイの

描画を厳密に行うことができない 1０ 

条件分岐を明示することが困難である ９ 

マニュアルの正確な反映とｊモテルの見易さの

追及がトレードオフの関係にある ７ 

インプット

が困難である
コントロール，メカニズムの区別

６ 

表現能力に個人差がある ４ 

オーサーの主観によるモデリングになる ３ 
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図４災害対策本部情報収集・伝達マニュアル
ノードツリー＆アクティビティリスト

広■活由を行う

Ａ４ 

図６広報マニュアル

ノードツリー＆アクティピティリスト
図５広聴活動マニュアル

ノードツリー＆アクティピティリスト
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アクティピティリスト

災害対策本部情報収集・伝連マニュアル

A－０災害対策本部に係る情報を収集・伝達する
ＡＯ災害対策本部に係る情報を収集・伝運する

Ａ１災害対策本部情報連絡室を開設する

All情報連絡室を開設する

A１２機器のチェックを行う

Ａ２緊急被害摘報を収集する
A２１周辺の被災状況を報告する

A211施設周辺被害情報を報告する

A212監視カメラ映像摘報を報告する

A213メディア情報を報告する

A２２市内被害発生状況を判断する

Ａ２３防災連絡会議等に報告する

A３初動期情報を収集する

Ａ３１初動期被害情報を収集する

A311災害摺報を収集する

A312被害情報を収集する

A313活動情報を収集する

A314インフラの被害傭報を収集する

A３２被災地域を確定する

A３３防災連絡会織等に報告する

A４定時報告摘報を収集する

A４１定時被害状況を災害対策本部情報連絡室へ報告する

A411災害傭報を収集する

A412被害情報を収集する

A413活動情報を収集する

A414インフラの被害情報を収集する
A415pジステイヅクスに関する情報を収集する

A４２防災連絡会蟻等に報告する

アクティピティリスト

広報マニュアル

APO広報活動を行う

ＡＯ広報活動を行う

Ａ１個々の職員による広報活動を行う

A11憤報を収集する

A12パプリシテイによる情報提供を行う

Ａ１２１予想情報を収集．整理する

Ａ１２２摘報を提供する

Ａ１２３取材の記録をとる

Ａ１２４広報課に連絡する

Ａ１２５情報のファイリング．張り出し掲示を行う

A１３広報紙の張り出し掲示や配布におる情報提供を行う

Ａ１３１掲示板等での情報提供を行う

Ａｌ３２情報のコピーの配布による情報提供を行う

A１５区民広報紙を発行する

A１６コミュニティ放送と連携した広報を行う

Ａ２広報課による広報活動を行う

A２１独自の情報収集活動を行う

A22パプリシティによる広報活動を行う

A221プレスセンターを設置する

A2211情報掲示板を配置する

A2212最新情報を掲示する

A222記者発表をする

A2221資料を作成する

A2222災害対策本部員会議で各局・区と調整する

A2223発表する

A2224追加取材に対応できるようにする

A223資料提供をする

A2231内容別・時系列的にファイルする

A2232詮でも常時閲覧できるようにする

A２３広報紙による広報を行う

A231掲示・コピー配布の依頼をする

A232発行部数の砿保をする

A233配布する

A234市街誘導サービス実施の検討を行う

Ａ２４テレビ・ラジオによる広報を行う

A241緊急放送を行う

A242広報番組による広報を行う

A２５ニューメディアによる広報を行う

Ａ２５１ＰｙｋＸによって情報提供する

A252パソコン通債によって摘報提供する

A253インターネットによって傭報提供する

A２６総合インフォメーションセンターを活用する

A３平常時の広報活動に戻る

アクティピティリスト

広聴活動マニュアル

A･Ｏ広聴活動を行う

ＡＯ広聴活動を行う

Ａ１災害テレフォンセンターを運営する

Ａ１１担当職員を配置する

Ａ１２情報を収集する

Ａ１３摘報シートを作成する

Ａ２災害相談センターを運営する

A２１担当職員を配置する

A２２情報を収集する

A３災害テレフォンセンターを縮小・閉鎖する
A４災害相談センターを縮小・閉鎖する



表４データペース・テーブル定義

を考察していく。

図9は，分析の結果，明らかになった各マニュアルの位

置付けと，情報を介して繋がった関係を示したものであ

る。実線で描かれたアローは，マニュアル内で明確だっ

た情報の伝達を表していた。マニュアル相互の関係が不

明確であったものについては，点線のアローによって表
している。

まず，同じ市民局市民防災課が所轄する災害対策本部
情報収集・伝達マニュアルと災害情報パトロール隊活動

マニュアルの関係についてみていきたい。災害対策本部

情報収集・伝達マニュアルでは，情報が3つに分類されて

いる。具体的には，緊急時被害情報，初動期被害情報，

定時報告情報である。緊急時被害情報とは，発災後1時間
以内に災害対策本部情報連絡室へ概数情報として報告さ

れる情報を指す。他方，災害情報パトロール隊活動マニ

ュアルでは，地震発生直後に対応活動を開始し，収集し
た災害情報を最寄りの区及び消防署に連絡することが定

められている。本マニュアルでは，災害情報の具体的な
内容は，災害の発生場所，対象名，状況，程度，被害の
拡大危険性の有無、要援護者の有無・人数・状況等とさ

れている｡神戸市地域防災計画防災データベースのでは，
人命救助や救急・救助，火災等に関する情報の収集先と

して，災害パトロール隊をそのひとつに挙げている。つ

まり，災害情報パトロール隊活動マニュアルが指す災害
情報は，災害対策本部情報収集・伝達マニュアルの緊急
時被害情報に重なる。したがって，これらの2つのマニュ

アルによって記述された業務内容の相互関係は明確だと

いえる。

次に，災害対策本部情報収集・伝達マニュアルと広聴
活動マニュアルの関係である。広聴活動マニュアルでは，

災害テレフォンセンター・災害相談センターに寄せられ

た情報を，災害対策本部情報連絡室と共有することと謡

われている。しかし，共有されるべき情報に関して具体
的な分類がなされていない。そのため，災害対策本部情

報収集・伝達マニュアル内のどのアクティピティに接続
するかが暖昧になっている。災害テレフォンセンター・

災害相談センターに寄せられる情報は，相談や苦情等で

あり，初動期被害情報及び定時報告情報の被害情報とし
て，図7ように災害対策本部情報収集・伝達マニュアルに
入力されると考えられる。

以下では，市民局市民防災課が所轄である災害対策本
部情報収集・伝違マニュアルと，広報課による業務が示
された広報マニュアルの関係について考察していきたい。

図７災害時情報パトロール隊活動マニュアル
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図８各マニュアルの類似度

に，部局を超えた連携が行われる業務では，膨大な業務
量から関連項目を抽出して相互関係を明確化できること

は意義深い。

そこで本研究では，前述の情報収集・伝達に関する4マ

ニュアルの修正版モデルを用いて，データベース化(1)を
行った。mEFO手法は，業務の各機能を要素に分類して表

記する手法である。データベース化は，アクティピティ

ボックスと4種類のアローについて，それぞれの出所と接

続先が明示できるように行った。作成したデータベース

を用いて，マニュアルに記述された業務の相互関係を分
析した。表4は，作成したデータベースの各テーブルにつ

いて，そのフィールドを示したものである。

続いて，「災害情報パトロール隊活動マニュアル｣，「災
害対策本部情報収集・伝達マニュアル｣，「広聴活動マニ

ュアル｣，「広報マニュアル」という情報収集・伝達に関
する4つのマニュアルにおいて示された業務の相互関係

－２７２－ 
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災呑価紹

の伝辺

｡ 

テーブル名 アクティビティ

ﾌィールド名 型 Ｎｕｌｌ 

アクティピティIＤ（主キー）

マニュアル番号

アクティピティ番号

コンテンツ

》

》

》》 祠祠祠祠
テーブル名 アロー

フィールド名 型 NuI1 

アローエ、(主キー）

マニュアル番号

アローの出発アクティピティ番号

アローの終着アクティピティ番号

出発点におけるアローのカテゴリ

終若点におけるアローのカテゴリ

アローコンテンツ

分岐アローコンテンツ
の 》》》》『銅罰》 祠祠祠祠祠祠祠祠



図９情報収集伝達に関する４マニュアルの相互関係
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広報マニュアルでは，個々の職員による情報収集は，災
害対策本部情報収集・伝達マニュアルの「神戸市災害対
策本部収集・伝達情報一覧」に基づいて行うこととされ

ている。それぞれの業務において，制約条件としての災
害対策本部情報収集・伝達マニュアルを共有している。

したがって，この部分では実線によって災害対策本部情
報収集・伝達マニュアル内のAOダイアグラムと広報マニ

ュアルのA1のアクティピテイが接続する。しかし，マニ

ュアルを介して関連するものの，災害対策本部情報収

集・伝達アクティピテイから出力される被災地域確定の

報告と定時被害状況の報告先は，マニュアルに明記され
ていない。定時報告情報は，発災後4日目以降から収集さ

れるものであるため，接続先としては個々の職員よりも

広報課がよりよいといえる。以上の分析については，神
戸市の実務者とのミーティングをもち，より現実に即し
た結果となっている。

以上の分析結果から，情報に関する4つのマニュアルに

記述された業務をめぐる市民局内の各課の相互関係が明

らかになった。市民局市民防災課内では，連携業務ｍＥＦＯ

手法を用いて業務に必要となる各機能を明確化すれば，
それぞれのマニュアルがアローによって相互に接合され

ることが明らかになった。mEFO手法を活用し，各課・部

局を超えて共有できるマニュアルの作成に繋がることが
示唆されたといえる。

役割を担い得るといえる。

上記の記述に加え、本研究においては，実務者に対す
るヒアリングが不可欠な要素であったことを強調したい。

ヒアリングを通して，モデルの欠陥の指摘のみならず，
問題の所在がモデルにあるのか、マニュアルにあるのか

を明らかにすることができたからである。

本研究の成果が，震災を体験した自治体がもつ応急対
策の具体的業務活動の共有，各自治体の地域防災計画の
見直し，延いては災害対応の標準化につながることを期
待したい。

補注

(1)データベース化

データベース化には，MicrosoftAcceBsを用いた。

(2)分岐アローコンテンツ
アローが複数に分岐したときの各構成要素を，分岐ア
ローコンテンツとする。
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６．考察の総括，今後の課題

本研究では，現行の神戸市地域防災計画に含まれる防

災対応マニュアルを事例として,mEFO手法によるマニュ
アルのモデル化を行った｡、回FO手法によるモデル化実験

と修正版モデルの作成，モデルのデータベース化を通し

て，研究の目的，①マニュアルを記述する標準化手法と

してのmEFO手法の適合性,②マニュアルに記述された各

部局における業務の相互関係の明確化，について検討し
てきた。

はじめに，マニュアルのモデル化実験を通して，神戸

市防災対応マニュアルの問題点と，マニュアルを記述す
るにあたっての表現手法としてのmEFO手法の問題点に

ついて明らかにした。条件分岐や動的なプロセスの記述

はコントロールアロー等を用いて補う必要があったが，

マニュアルを記述する標準化手法として,mEFO手法を活

用できることが分かった。条件分岐や開始・終了条件を

明示できるフローチャートと併用することも解決策のひ

とつとして提案できるだろう。

情報収集・伝達に関するマニュアルについては，神戸

市職員へのヒアリングを通して，実務者の観点からも納

得できる形のマニュアル修正版モデルを作成した。これ

を用いたデータベース化の実現により，各マニュアルで

記述された業務の相互関係を分析することができた。マ

ニュアル上では，情報収集伝達に関する各課を超えた対

応業務の相互関係が不明瞭であり，横断的な業務連携が
うまく表現されていないことがわかった。

災害は，膨大な量の対応業務を同時に遂行することが迫

られる事態である。そのような状況における対応業務が，
mEFO手法によって，ひとつひとつの処理とそれらに必要

な各機能として表現されること、これは，業務に伴う職
務命令や責任の所在が明確化されるということでもある。

また，同手法を用いた業務記述は，組織規模の大小を問
わない。さまざまな規模の組織連携を支援するマニュア

ル記述手法として，各課・部局を超えて共有できるマニ
ュアルの作成に繋がることが示された。mEFD手法がその
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